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インタビューで話す米JPモルガン・アセット・アン
ド・ウェルス・マネジメントのメアリーCEO

インタビューで話すJPモルガン・アセット・マネジメ
ントの小松薫夜社長

JPモルガンアセットCEO「運用判断は人間で」、ＡＩに置き換えず

　米JPモルガン・アセット・アンド・ウェルス・マネジメント
のメアリー・アードス最高経営責任者（CEO）は日本経済新聞
の取材に「人工知能（ＡＩ）は人間を置き換えない。運用判断
は（技術が進化しても）人間だ」と語った。

　投資先の銘柄選定や投資額の決定のような運用判断にＡＩを
使うかどうかは業界の関心事になっている。アードス氏の発言
はＡＩ活用に先進的なＪＰモルガンがそこと一線を引いた意味
がある。

　一方で同社は資料の収集や分析などでは積極的に活用する。
2026年1月には米国でインスティテューショナル・シェアホル
ダー・サービシーズ（ISS）などの議決権行使助言会社の利用を
終了している。米国の資産運用業界で初となる事例だ。アード
ス氏は「AIの活用で外部委託の必要性がなくなった」と言う。

　社内独自のAIが3000社以上の株主総会の資料を分析して議決
権行使を手助けしている。アードス氏は「議決権行使のプロセ
ス全体の内製化が実現した。第三者の解釈ではなく企業が開示
した一次情報に基づいて主体的に判断できるようになった」と
解説する。助言をもらうコンサルティングサービスは不要にな
りつつある。

　同社は米金融大手JPモルガン・チェースの資産運用部門で、
26年6月末時点の運用残高は4兆6000億ドル（約730兆円）。上
場投資信託（ETF）を中心に銘柄選別で高いリターンを狙うアク
ティブ運用を武器とする。

　アードス氏はAIの活用方針について「ノー・ジョイ・ワーク（喜びのない仕事）をどう排除するかを第一に考えて
いる」と語った。年間5億7000万ドルをAIなどテクノロジー分野に投資し、業務効率の改善や運用力の向上に生か
す。

　今後は個別業務の支援から複数業務を一気通貫で管理できる自律型のAIエージェントの開発と導入を急ぐ。アード
ス氏は「ワークフローをパーソナライズ（個別化）して社員がより迅速な意思決定ができるようにしていく」と意欲
を示した。

　JPモルガンは30年までに日本を含めたアジア太平洋地域（APAC）での運用残高を6000億ドルにする計画だ。25年
度末の残高は3000億ドルだった。日本法人であるJPモルガン・アセット・マネジメントの小松薫夜社長は「日本は主
要なけん引役の一つだ。アクティブETFを拡充し投資家の選択肢を広げていきたい」と語った。

【関連記事】
・AI需要で活発な米国のM&A、JPモルガン幹部「先行者利益が原動力」
・AIの飽くなき「資本爆食」　きしむ金融市場、スペースX半値が映す異変
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